第１編　基本事項

１．用語の定義等
本利用細則は、国債整理基金が行う金利スワップ取引（「特別会計に関する法律」（平成１９年法律第２３号）（以下「法律」といいます。）第４９条第２項に規定するスワップ取引をいいます。）または財政融資資金が行う金利スワップ取引（法律第６５条第２項に規定する金利スワップ取引をいいます。）にかかる担保国債管理関係事務（以下「金利スワップ担保国債管理関係事務」といいます。）について、日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）の利用を認められた金融機関等店舗（以下「利用先」といいます。）が、日銀ネットを利用して金利スワップ担保国債管理関係事務を行う場合に使用します。
本利用細則で使用する用語の定義については、「日本銀行金融ネットワークシステム利用基本規則」、「国債整理基金が行う金利スワップ取引にかかる担保国債管理関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」、「財政融資資金が行う金利スワップ取引にかかる担保国債管理関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」、および本利用細則以外の他の「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則」（以下「利用細則」といいます。）その他の日本銀行が定めた規則等によるほか、次のとおりとします。

（１）基本契約

「国債の金利スワップ取引に関する省令」（平成１７年財務省令第７２号）第３条第１項または「財政投融資特別会計における金利スワップ取引に関する省令」（平成２３年財務省令第４９号）第３条第１項に規定する基本的な契約をいいます。

（２）担保国債

基本契約に規定する“Eligible　Collateral”をいいます。

（３）口座振替
振決国債（国債振替決済制度において取扱う国債をいいます。以下同じです。）の参加者口座間の振替をいいます。
（４）担保国債の差入

担保受払先から国債整理基金への担保国債の口座振替により、スワップ取引先が国債整理基金に担保国債を提供することまたは担保受払先から財政融資資金への担保国債の口座振替により、スワップ取引先が財政融資資金に担保国債を提供することをいいます。

（５）担保国債の受戻
国債整理基金から担保受払先への担保国債の口座振替により、スワップ取引先が国債整理基金から担保国債の返戻を受けることまたは財政融資資金から担保受払先への担保国債の口座振替により、スワップ取引先が財政融資資金から担保国債の返戻を受けることをいいます。
（６）担保国債の受払
担保国債の差入または担保国債の受戻を行うことをいいます。
（７）スワップ取引先
財務大臣と基本契約を締結している金融機関等をいいます。
（８）帳票出力先
スワップ取引先が金利スワップ担保国債管理関係事務にかかる帳票を日銀ネットにより出力する金融機関等店舗として財務省に届出て、これをもとに同省が日本銀行に対して指定したものをいいます。
（９）担保受払先

スワップ取引先が担保国債の受払を日銀ネットにより行う金融機関等店舗として財務省に届出て、これをもとに同省が日本銀行に対して指定したもの（決済代行先を含みます。）をいいます。
（１０）決済代行先
スワップ取引先が基本契約にもとづき自らに代わって担保国債の受払を行う金融機関等店舗として財務省に届出て、これをもとに同省が日本銀行に対して指定したものをいいます。
（１１）利付国債
利付国庫債券をいいます。
（１２）変動利付国債
利付国債のうち償還期限までの利率が利子支払期により変動し得るものをいいます。

（１３）物価連動国債
利付国債のうち「物価連動国債の取扱いに関する省令」（平成１６年財務省令第７号）第１条に定める物価連動国債をいいます。
（１４）銘柄
国債の名称・記号による別をいいます。
２．事務の概要
（１）事務の概要

財務省は、原則として毎営業日、基本契約にもとづいた通知（「NOTIFICATION OF THE DELIVERY AMOUNT」（4310-00100）（注））を帳票出力先に送信します。担保受払先は、当該通知の内容にもとづき、担保国債の受払にかかる事務を行います。
（注）出力帳票のコードを示します（以下同じです。）。
（２）事務の詳細
①「NOTIFICATION OF THE DELIVERY AMOUNT」の受信
財務省は、毎営業日の午後１時３０分経過後、「NOTIFICATION OF THE DELIVERY AMOUNT」（4310-00100）を帳票出力先（注）に送信します。
（注）財務省が、基本契約に規定する“Exposure”を日銀ネットに登録したスワップ取引先にかかる帳票出力先に限ります。
（4310-00100）




（注１）取引実行者が国債整理基金の場合には、「GOVERNMENT DEBT CONSOLIDATION FUND」と表示され、取引実行者が財政融資資金の場合には、「FISCAL LOAN FUND」と表示されます。
（注２）「0」を固定出力します。

（注３）「----」を固定出力します。
②担保国債の差入

帳票出力先は、「NOTIFICATION OF THE DELIVERY AMOUNT」（4310-00100）を受信した場合には、当該通知に表示された内容を確認します。担保受払先は、当該通知に表示された「DELIVERY AMOUNT (AFTER ROUNDING UP)」が正値となっている場合には、帳票出力先が当該通知を受信した日から２営業日後の日の財務省が別に定める時刻までに担保国債の差入の入力を行ってください（注）。
（注）なお、当該通知に表示された「DELIVERY AMOUNT（AFTER ROUNDING UP）」がゼロまたは負値となっている場合における担保国債の差入、および「DELIVERY AMOUNT（AFTER ROUNDING UP）」が正値となっている場合において、イ.またはロ.により「DELIVERY AMOUNT (AFTER ROUNDING UP)」の額以上の担保国債の差入を行った後の担保国債の差入については、３．（１）に定める入力時間帯において、入力を行うことができます。
イ．帳票出力先と担保受払先が同一である場合
担保受払先は、差入を行う担保国債の担保価額の合計が「NOTIFICATION OF  THE DELIVERY AMOUNT」（4310-00100）に表示された「DELIVERY AMOUNT (AFTER ROUNDING UP)」の額以上になるように担保国債の銘柄を選定のうえ、当該銘柄の担保国債について、所定の端末操作手順（業務処理区分コード431101）に従い、「受渡担保明細（スワップ）」を日本銀行に送信します。
日本銀行は、「受渡担保明細（スワップ）」を受信した場合には、直ちに指定された銘柄の担保国債を差入れるための処理を行います。この場合、担保受払先には、「受渡担保明細（スワップ）処理済通知」（4311-00100）が送信されます。
ただし、日本銀行は、担保取引区分で「差入」を指定した「受渡担保明細（スワップ）」を受信した時点で、当該明細にもとづき担保国債を差入れるための処理を行うと当該担保受払先の属する金融機関等の払出口座の払出可能国債残高に不足が生じる場合には、上記の処理を行いません（当該「受渡担保明細（スワップ）」の送信はエラーとなり、エラーメッセージとして「額面金額：国債残高不足」の旨表示されます。）。
ロ．帳票出力先と担保受払先が異なる場合
帳票出力先は、「NOTIFICATION OF THE DELIVERY AMOUNT」（4310-00100）の受信後、直ちにその通知内容をスワップ取引先または担保受払先に連絡してください。

担保受払先は、差入を行う担保国債の担保価額の合計が「NOTIFICATION OF THE DELIVERY AMOUNT」（4310-00100）に表示された「DELIVERY AMOUNT (AFTER ROUNDING UP)」の額以上になるように担保国債の銘柄を選定のうえ、当該銘柄の担保国債について、所定の端末操作手順（業務処理区分コード431101）に従い、「受渡担保明細（スワップ）」を日本銀行に送信します（注）。
（注）担保受払先は、スワップ取引先および帳票出力先と十分連絡を取ったうえで、    所要の対応をとり、帳票出力先が「NOTIFICATION OF THE DELIVERY AMOUNT」（4310-00100）を受信した日から２営業日後の日の財務省が別に定める時刻までに、担保国債の差入の入力を行ってください。これらの先の間で担保国債の受払等にかかる事務につき齟齬その他の事故が生じた場合には、速やかに連絡を取り合ったうえで、担保受払先が入力を行うことができない事由を迅速に解消するように対応してください。

日本銀行は、「受渡担保明細（スワップ）」を受信した場合には、直ちに指定された銘柄の担保国債を差入れるための処理を行います。この場合、担保受払先および帳票出力先には、「受渡担保明細（スワップ）処理済通知」（担保受払先4311-00100、帳票出力先4311-00101）が送信されます。

ただし、日本銀行は、担保取引区分で「差入」を指定した「受渡担保明細（スワップ）」を受信した時点で、当該明細にもとづき担保国債を差入れるための処理を行うと当該担保受払先の属する金融機関等の払出口座の払出可能国債残高に不足が生じる場合には、上記の処理を行いません（当該「受渡担保明細（スワップ）」の送信はエラーとなり、エラーメッセージとして「額面金額：国債残高不足」の旨表示されます。）。

③担保国債の受戻
担保受払先は、余剰・不足担保価額（基本契約に規定する“the Credit Support Amount”から受払を行う時点における基本契約に規定する“Posted Credit Support”を差し引いた額をいいます。以下本編において同じです。）が負値の場合、その範囲内で担保国債の受戻が可能です。

担保受払先は、担保国債の受戻を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード431101）に従い、「受渡担保明細（スワップ）」を日本銀行に送信します。

日本銀行は、担保国債の受戻のための「受渡担保明細（スワップ）」を受信した場合には、直ちに指定された銘柄の担保国債を受戻すための処理を行います（注）。この場合、担保受払先には「受渡担保明細（スワップ）処理済通知」（4311-00100）が送信されます。また、帳票出力先と担保受払先が異なる場合には、帳票出力先に対しても「受渡担保明細（スワップ）処理済通知」（4311-00101）が送信されます。
（注）日本銀行は、担保取引区分で「受戻」を指定した「受渡担保明細（スワップ）」を受信した時点で、当該明細にもとづき担保国債を受戻すための処理を行うと余剰・不足担保価額が正値となる場合には、上記の処理を行いません（当該「受渡担保明細（スワップ）」の送信はエラーとなり、エラーメッセージとして「不足担保価額発生」の旨表示されます。）。

④担保国債の差替

担保受払先は、担保国債の差替にあたり余剰・不足担保価額が正値となり、担保国債の受戻を行うことができない場合には、余剰・不足担保価額が正値とならないよう事前に担保国債の差入の入力を行ったうえで、当該担保国債の受戻の入力を行ってください。
⑤担保国債の利子支払期日または償還期限が到来する場合の取扱い
差入済みの担保国債のうち、６営業日以内に利子支払期日または償還期限が到来する銘柄がある場合には、利子支払期日または償還期限の６営業日前の日から同前営業日までの間、業務開始後遅滞なく、「担保国債利払・償還期限案内（スワップ）」（4311-00200）が帳票出力先に送信されます。

担保国債の差替を行う場合、６営業日以内に利子支払期日が到来する担保国債については、利子支払期日の前営業日の午後３時までに、担保国債の差替を行ってください（注）。また、６営業日以内に償還期限が到来する担保国債については、償還期限の前営業日の午後３時までに、担保国債の差替を行ってください。
（注）利子支払期日の６営業日前の日に財務省に利子配分先変更の要請を行った場合を除きます。
（4311-00200）

担保国債利払・償還期限案内（スワップ）

取引実行者　　―　　────────　（注１）
スワップ取引先 ── ────────　（注２）
６営業日以内に償還期限または利子支払期日が到来する差入銘柄は次のとおりです。

償還期限の前営業日までに他の銘柄の担保国債の差入を行ったうえで、償還期限が到来する担保国債の
受戻を行って下さい。

また、利子支払期日が到来する利付国債については、利子支払期日の前営業日までに他の銘柄の担保国
債の差入を行ったうえで、利子支払期日が到来する担保国債の受戻を行うか、財務省に対して利子配分
先変更の要請を直ちに行って下さい。(注３)
銘　柄　　　　　　　　　　　　　　　　　　償還期限　 利子支払期日　  額面金額（円）

────　 ──────────────　　   ────　  　────　　 ──────
────　──────────────　　────　　────　　──────

────　──────────────　　────　　────　　──────
（注１）取引実行者コードおよび取引実行者の和字名称が表示されます。
（注２）スワップ取引先コードおよびスワップ取引先の和字名称が表示されます。
（注３）本帳票は、利子支払期日の６営業日前の日から同前営業日までの間出力されますが、財務省に利子配分先変更の要請を行うことができるのは、利子支払期日の６営業日前の日のみです。
（注４）銘柄コードおよび銘柄名が表示されます。
（注５）６営業日以内に償還期限が到来する銘柄の場合のみ表示されます。
（注６）利付国債の場合のみ表示されます。
３．入力時間帯等
（１）入力時間帯

金利スワップ担保国債管理関係事務における「受渡担保明細（スワップ）」の基本的な入力時間帯は、以下のとおりです。
	業務処理区分名
	業務処理区分
コード
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻
	締切時刻

	受渡担保明細（スワップ）
	431101
	元利払対象銘柄
	午前8:30（注）
	午後3:00

	受渡担保明細（スワップ）
	431101
	元利払対象銘柄以外
	午前8:30（注）
	午後9:00


（注）利用細則（当座勘定取引）に定める延長日の場合には、午前7時30分となります。
（２）入力延長

イ．入力延長の依頼
担保受払先は、やむを得ない事由により、国債の元利払対象銘柄の振替入力締切時刻または国債の元利払対象銘柄以外の金利スワップ担保国債管理関係事務における入力締切時刻までに電文の送信を終了する見込みがなく、かつその日のうちに当該電文の送信を行う必要がある場合には、事前にスワップ取引先を通じて財務省に入力延長の依頼を行ってください。
ロ．入力延長の許可

日本銀行（業務局）は、入力延長を許可した場合には、その旨を担保受払先に連絡します。

ハ．入力延長の停止

入力延長を許可された担保受払先は、所要の電文の送信が終了した場合には、速やかに日本銀行（業務局）あてにその旨を連絡してください。

日本銀行（業務局）は、当該連絡を受けた場合には、入力延長の停止予定時刻到来前であっても入力延長を停止します。また、担保受払先からの連絡がない場合でも、入力延長の停止予定時刻が経過したときは入力延長を停止します。

４．日銀ネット障害時の取扱い

　　

日銀ネットの障害その他の事情により、金利スワップ担保国債管理関係事務にかかる日銀ネットの利用ができない場合には、速やかにセンターに連絡し、以後、日本銀行の指示に従ってください。

障害その他の事情により日銀ネットの利用ができない場合には、日本銀行本店（業務局）から当該利用先に対し必要な指示を行いますが、送受信の代替手段およびその運用手順は原則として利用細則（共通事務）第１編Ⅵ.に定めるところによるほか、次のとおりとします。

（１）帳票出力先において障害が発生した場合の対応

帳票出力先が、障害により「NOTIFICATION OF THE DELIVERY AMOUNT」（4310-00100）　

の出力を行えない場合には、日本銀行から財務省に連絡のうえ、同省から日銀ネットによらず同省が別に定める方法により通知します。

（２）センターにおいて障害が発生した場合等の対応

センターにおいて障害（全面障害）が発生した場合等、電文の送受信等が不能となった場合には、原則として日本銀行本店（業務局）から障害時の連絡網等を通じて必要な指示が行われます。



                                                                               DATE: ――――


―――――――





NOTIFICATION OF THE DELIVERY AMOUNT





　　　　　　　―　―――――――――――――――　（注１）








ON ACCOUNT OF THE CREDIT SUPPORT ANNEX BETWEEN MINISTRY OF FINANCE OF JAPAN AND ―――――――,


THE DELIVERY AMOUNT THAT YOU ARE REQUIRED TO POST TO US AND OTHER RELATED INFORMATION ARE AS


FOLLOWS:








VALUATION DATE:  ――――  DATE OF TRANSFER:  ――――  BASE CURRENCY:JPY








EXPOSURE:                                       ――――――――





INDEPENDENT AMOUNT:                                              0





THRESHOLD:                                                       0





CREDIT SUPPORT AMOUNT:                          ――――――――





POSTED CREDIT SUPPORT AMOUNT(AFTER HAIRCUT):    ――――――――





DELIVERY AMOUNT(BEFORE ROUNDING UP):          ―――――――――





MINIMUM TRANSFER AMOUNT:                          ―――――――





ROUNDED UP BY:                                                ----





DELIVERY AMOUNT(AFTER ROUNDING UP):           ―――――――――     





（注２）





（注３）





払出可能国債残高


利用細則（国債振替決済関係事務）


第１編Ⅰ．参照





（注６）　





（注５）





（注４）





入力延長


利用細則(共通事務)


第１編Ⅴ.参照





障害時の対応


利用細則(共通事務)


第１編Ⅵ.参照
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